
 

 

 

 

四日市市子ども・子育て支援事業計画（素案） 

に対する意見募集の結果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年 2 月 5 日 

資料１ 



1 

 

１．意見の募集期間      平成２６年１２月２４日（水）～平成２７年１月２３日（金） 

 

２．意見提出者数・意見数   ６名（連名者を含めると２８名）・１８件 

 

３．意見の内容と市の考え方  下表のとおり 
 

項目 番号 関連頁 意見の内容 意見に対する考え方（案） 

第３章 

基本目標１ 

－基本施策（１） 

就学前教育・保育の充実 

１ ２６ 

(５８) 

(５９) 

一時保育を利用しようとしても、キャンセル待ちが多

い。土・日・祝日の一時保育、夜間保育も充実させてほ

しい。 

 

本計画では、一時保育の拡充を行う計画をしています。 

２ ２６ 

(６２) 

病床保育が市内でカンガルームの 1 か所だけとなって

いるため、病床保育所を増やす、自宅へシッターを斡旋

するなどの対策を考えてほしい。 

 

本計画では、市内医療機関の協力を得ながら、病児・

病後児保育施設の拡充を目指すとともに、ファミリー・

サポート・センター事業（緊急時及び病児・病後児の緊

急サポート事業があります）の一層の情報提供に努め、

ファミリー・サポート・センターと連携し、対応に努め

ることとしています。 

 

３ ２６ 

２７ 

(５３) 

～ 

(５６) 

保育園入園の制度改正に伴い、入園希望数の増加が考

えられる。特に乳児（０歳～２歳児）の入園に対し、施

設設備の整備や、保育士、看護師等の確保、処遇改善等

に対する具体的対策はどうか。 

 

本計画では、アンケート調査によるニーズを踏まえ、特に低

年齢児を中心に、受入れ枠を拡充し、また、入園希望数の増

加に伴う対応に努めてまいります。 

４ ２７ 公立と私立の保育園・幼稚園職員の合同研修の場の拡

大強化はどうか。 

 

就学前教育・保育における指導面の充実を図るため、

公立と私立の合同による研修の場の強化を検討してまい

ります。 
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項目 番号 関連頁 意見の内容 意見に対する考え方（案） 

５ ― 私立保育園、幼稚園だけでなく、公立保育園・幼稚園

においても多様なニーズに応じた保育サービス事業の拡

大、充実させていく施策が必要ではないか。 

 

多様なニーズに対応した特別保育といったサービスに

ついては、引き続き、私立保育園・幼稚園との連携を図

りながら、その充実に努めてまいります。 

６ ― 地域型保育事業や認可外保育施設へのハード・ソフト

面において、乳幼児期の保育、教育の場の格差が生じな

いような対策をとる必要がある。 

市の認可事業となる地域型保育事業については、それ

ぞれの事業形態に応じて支援を行ってまいります。また、

認可外保育事業（施設）については、三重県の指導・監

督のもと、それに伴い市も支援を行ってまいります。 

 

７ ― 保育園への受け入れ、定員の増設、また保育園利用要

件について拡張してほしい。離婚以外にも、単身赴任な

どで母子だけで生活している世帯、親族が近くにいない

転勤者等も要件に入れてほしい。また、第２子出産など

出産に関しても、極度悪阻、切迫流産早産での入院とな

ると半年以上の入院が見込まれる場合があり、産後も体

調悪化なども考えられ、緊急的に入園できる枠を設け、

在園期間をケースにより判断し考慮してほしい。 

 

保育園の受け入れ定員の拡大については、既存園の定

員拡大を図るなどの対応を行っていきます。 

要件の拡張については、就労最低時間の引き下げ（低

年齢児においては従来の約半分の時間）や求職活動中の

保育も認めることになりました。単身赴任・母子世帯に

ついては、その要件のみでは入所できませんが、入所選

考時における優先事項として取り扱っています。出産に

伴う緊急性の高い入所については、待機児童が発生して

いる現状ではあらかじめ確保しておくことは困難であり

ますが、優先して入所できるよう努めており、入所期間

も個々の状況で（保育が困難かどうか）判断し対応して

おります。 

 

８ ― パートタイム就労についても、短時間保育の定員を増

やしてほしい。 

 

待機児童の解消に努めている現状においては、保育の

必要性がフルタイムの就労と比べて、相対的に低い短時

間保育の定員を増やすことは困難でありますが、多様な

就労形態に対応できる保育サービスの充実に努めてまい

りたいと考えています。 
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項目 番号 関連頁 意見の内容 意見に対する考え方（案） 

９ ― ファミリーサポート、シルバー派遣以外にも、信頼で

きるベビーシッターや家政婦斡旋を民間企業も含めて行

政と連携していただきたい。横浜市では、助産院が保育

所を兼ねているところもあり育児支援をしている。環境

が整わなければ、母親は社会に出る意欲や向上の意欲も

削がれ、リフレッシュ（育児の煮詰まりを解消）できず、

子供に影響があるのではないか。各家庭の育児や社会復

帰に対する選択肢が増えれば、親子の関係や社会復帰に

よる経済的な部分も良くなり、学力向上や虐待防止につ

ながるのではないか。 

 

小規模保育の観点から、先進地の事例をふまえ、検討

を進めてまいります。 

第３章 

基本目標１ 

－基本施策（２） 

－推進施策（１） 

多様な子育て支援サー

ビスの充実 

１０ ２９ 学童保育所のない学校区もある。民設民営が原則とい

う事ではなく、学童保育所のない地区に関しては設置に

向けた取り組みを行い全学校区に設置を促してほしい。 

 

 学童保育所の未設置校区においても、本市の特色であ

る民設民営を継承しつつ、設立を希望する保護者の方々

と連携し、既存の支援制度の充実を図る中で、設置に向

けて努めてまいります。 

 

１１ ２９ 「地域の運営委員会」方式だけではなく、四日市市が

多種多様な設置主体を認めた上で、それぞれの地域、保

護者のニーズに合った学童保育所を設立、支援すること

が行政として必要ではないか。 

 

 それぞれの地域や保護者のニーズにつきましては、今

回の計画策定に先立って行いましたニーズ調査及び今後

の様々な形で掌握し、既存の支援制度の充実を図る中で、

学童保育所の設立・支援に努めてまいります。 

 

１２ ２９ 学童保育所充実のため、公設公営で行う施策も必要で

はないか。 

 

 本市の学童保育所の特色である「地域の子どもは地域

で支える」という民設民営方式を継承していただけるよ

う、既存の支援制度の充実を図る中で、学童保育所の支

援に努めてまいります。 
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項目 番号 関連頁 意見の内容 意見に対する考え方（案） 

１３ ― 民設民営では、学童保育所の質を改善することが難し

いと思われるため、公設を基本として、学童保育所を健

全に運営していくことが必要ではないか。 

 

 本市の学童保育所の特色である「地域の子どもは地域

で支える」という民設民営方式を継承していただけるよ

う、既存の支援制度の充実を図る中で、学童保育所の支

援に努めてまいります。 

 

１４ ― 小学校に入学するまでは保育園や幼稚園が利用できて

も、小学校に入学すると、学童保育の壁があり、正社員

雇用、パート雇用、資格所有者であっても仕事を諦めざ

るを得ない状況にあるのが現実である。そこで、学童の

他に横浜市の「放課後キッズクラブ・はまっ子ふれあい

スクール・放課後児童クラブ」を参考にした制度を新設

していただきたい。 

 横浜市では、就労者だけでなく、全ての家庭対象に有

料にて放課後の子供の安全で快適な居場所作りをしてい

る。母親の負担軽減につながると考えられる。そこでは、

遊びだけでなく、家庭から持ち込んだ勉強など、さまざ

まな過ごし方を提供している。 

 

 保護者が就労等により学童保育所を希望するすべての

新１年生の受入れが可能となるよう、施設面、指導員の

確保について、既存の支援制度の充実に努めてまいりま

す。 

 また、すべての家庭対象の事業につきましては、いた

だきましたご意見を、今後、本計画を推進していくうえ

での参考とさせていただきます。 

第３章 

基本目標１ 

－基本施策（２） 

－推進施策（４） 

子育てにかかる経済的

な負担の軽減 

１５ ３１ 私立幼稚園就園奨励費のような形は難しいかもしれま

せんが、四日市市民の希望する就学前教育を選ぶ自由を

「市外に通っても」「認可外に通っても」認めていただき、

支援の対象としてほしい。 

 

 

 

 

認可外施設に対して、利用者負担の軽減措置について

は、支援の対象外としております。 
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項目 番号 関連頁 意見の内容 意見に対する考え方（案） 

第３章 

基本目標２ 

－基本施策（１） 

－推進施策（３） 

障害のある子どもや家

庭への支援の充実 

１６ ３９ 

(２７) 

子育てがしにくい子、障害がある子等の早期発見、早

期療育が十分でないように思われる。誰しもが気軽に相

談できる場、相談員の確保、スキルアップの為の研修体

制及び療育の場の拡大、専門職員の増員が必要ではない

か。 

 

 妊婦や乳幼児に対する健康診査や家庭への訪問、また、心理判

定員などの専門職員による相談支援を通じて障害の早期発見に努

めるとともに、関係機関との連携を図りながら、適切な支援につなげ

ています。また、保護者の不安を少しでも解消できるよう、気軽に相

談ができる場として、子育て支援センターや保育園等において保育

士等に相談ができる体制をとっております。障害のある子どもや家

庭の支援にあたっては、早期発見、早期療育が重要であることか

ら、今後もその支援体制の強化に努めてまいります。 

 

第３章 

基本目標３－基本施策（２） 

－「推進施策（１）乳幼児の健

康審査・予防接種等の充

実」 

１７ ４５ 母子保健事業充実のためには、保健師・助産師の増員

とスキルアップの為の研修体制の強化が必要ではない

か。 

１歳６か月児健康審査や３歳児健康審査のあり方で、

従来は保健所のみで行っているが、集団の場での健康審

査方法もあってよいのではないか。 

 

保健師・助産師等のスキルアップに繋げるため、積極的に研

修に参加できる体制を確保しております。 

１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査については、小児科

医師、歯科医師、保健師等の専門スタッフと設備等が完備され

た場所で実施する必要があることから、市総合会館で集団健診

として実施しております。 

なお、集団健診の際には、幼児の集団での行動の観察も行い

ながら実施していますが、子育て支援センターにおいても子育て

に不安を抱える方に保健師等が相談支援を行うことにより適切な

支援につなげています。 

 

その他 １８ ― 子ども医療費助成窓口支払い手続を簡素化すべきでは

ないか。 

 

医療費助成制度は、県内の全医療機関の協力を得て実

施していることから、福祉医療制度全体で広域的に取り

組むべき課題であり、県が主導して広域調整を行ってい

ただき、県下一斉に実施ができるよう、今後も働きかけ

を継続してまいります。 

 
 


